
 
有害動植物防除等体制整備促進事業費補助金交付要綱 

 

平成２２年 ４月 １日 決  裁  

平成２３年 ４月 １日 一部改正  

 平成２４年 ４月 ６日 一部改正  

平成２５年 ５月１６日 一部改正  

平成２６年 ４月 １日 一部改正  

平成２７年 ４月 ９日 一部改正  

平成２８年 ４月 １日 一部改正  

平成２９年 ４月 ７日 一部改正  

平成３０年 ４月１８日 一部改正  

  平成３１年 ４月１８日 一部改正  

令和 ２年 １月３１日 一部改正  

                       令和 ２年 ４月 １日 一部改正  

令和 ３年 ３月３１日 一部改正  

令和 ３年 ４月３０日 一部改正  

令和 ４年 ４月 １日 一部改正  

令和 ４年１１月 １日 一部改正  

令和 ５年 ４月 １日 一部改正  

令和 ５年１２月 ４日 一部改正  

令和 ６年 ４月 １日 一部改正  

 

 

 

（趣旨） 

第１条 県は、有害動植物防除等体制整備促進事業実施要領（平成１９年６月２９日付け農

林部長決裁。以下「実施要領」という。）に基づいて行う鳥獣被害防止対策及び鳥獣被害

防止緊急捕獲活動に要する経費に対し、予算の範囲内において補助金を交付する。 

２ 前項の補助金の交付に関しては、補助金等の交付手続き等に関する規則（昭和４０年埼

玉県規則第１５号。以下「規則」という。）に定めるもののほか、この要綱に定めるとこ

ろによる。 

 なお、本事業実施への補助金の交付に関しては、この要綱に定めるもののほか、鳥獣被

害防止総合対策交付金交付等要綱（令和４年３月３１日付け３農振第２３３３号農林水産

事務次官依命通知）、鳥獣被害防止総合対策交付金実施要領（平成２０年３月３１日付け

１９生産第９４２４号農林水産省生産局長）、鳥獣被害防止総合対策交付金交付対象事業

事務及び交付対象事務費の取り扱いについて（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４

２５号農林水産省生産局長）、鳥獣被害防止総合対策交付金における費用対効果分析の実



施について（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４２６号農林水産省生産局長）、鳥

獣被害防止総合対策交付金に係る交付金の配分基準について（平成２０年３月３１日付け

１９生産第９４２７号農林水産省生産局長）によるものとする。 

 

（補助対象事業等） 

第２条 補助金交付の対象となる事業、補助率等は別表１に定めるところによる。 

 なお、支払い方法については、事業の目的及び事業実施主体の性質上、必要に応じて概

算払いができるものとする。 

 

（申請書の様式等） 

第３条 規則第４条第１項の申請書の様式は、様式第１号のとおりとする。 

２ 前項の申請書の提出期限は、知事が毎年度定め、補助金の交付申請をしようとする者に

対して通知するものとし、その提出部数は２部とする。 

３ 申請書の提出に当たり、当該補助金に係る消費税仕入控除税額がある場合は、これを減

額して申請しなければならない。 

  ただし、申請時において、事業費に係る消費税仕入控除税額が明らかでない事業実施主

体に係る部分については、この限りではない。 

 

（申請書の添付書類） 

第４条 規則第４条第２項第１号から第４号までに掲げる事項に関する書類の添付は要し

ない。 

２ 規則第４条第２項第５号に規定する知事が定める事項に係る添付書類は、別表２に掲げ

るとおりとする。 

 

（交付決定通知書の様式） 

第５条 規則第７条の交付決定通知書の様式は、様式第２号のとおりとする。 

 

（債権譲渡等の禁止） 

第６条 補助事業者は、規則第７条の交付決定通知によって生じる権利及び義務の全部また

は一部を、知事の承諾を得ずに、第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。 

 

（計画変更等の承認手続き） 

第７条 補助事業者は、次の各号のいずれかに該当するときは、あらかじめ様式第３号の変

更（中止・廃止）承認申請書２部を知事に提出し、その承認を受けなければならない。 

(1) 補助対象経費の区分ごとの配分された額を変更しようとするとき。ただし、第７条に

規定する軽微な変更を除き、交付金額の増額を伴う変更を含む。 

(2) 補助事業の内容を変更しようとするとき。ただし、第８条に規定する軽微な変更を除



く。 

(3) 補助事業を中止し、又は廃止しようとするとき。 

２ 補助事業者は、前項各号に定める場合のほか、交付金額の減額を伴う変更をしようとす

るときは、前項に準じて知事の承認を受けることができる。 

３ 知事は、前２項の承認をする場合において、必要に応じ交付決定の内容を変更し、又は

条件を付することができる。 

 

（軽微な変更） 

第８条 規則第６条第１項第１号に規定する知事が定める軽微な変更は、別表１の承認を要

する計画変更欄に掲げる変更以外の変更とする。 

 

（事業遅延の届出） 

第９条 補助事業者は、交付事業が予定の期間内に完了することができないと見込まれる場

合、又は補助事業の遂行が困難となった場合においては、速やかに様式第９号による遅延

届出書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

 

（状況報告） 

第１０条 補助事業者は、補助金の交付決定通知があった年度の１２月３１日現在における

補助事業の遂行状況について、様式第４号の事業遂行状況報告書を作成し、当該年度の１

月１０日までに知事に提出しなければならない。 

２ 前項に定める時期のほか、事業の円滑な執行を図るため必要があると認めるとき、知事

は補助事業者に対して事業の遂行状況報告を求めることができる。 

 

（実績報告書の様式等） 

第１１条 規則第１３条の報告書の様式は、様式第５号のとおりとする。 

２ 前項の報告書の提出期限は、補助事業の完了（補助事業の廃止及び補助事業年度の完了

の場合を含む。）後３０日以内又は、当該年度の３月５日のいずれか早い日とし、その提

出部数は２部とする。 

３ 補助事業者は、交付事業の実施期間内において、国の会計年度が終了したときは、翌年

度の４月３０日までに様式第１０号により作成した年度終了実績報告書を知事に提出し

なければならない。 

４ 第３条第３項のただし書きに該当した事業実施主体については、補助金に係る消費税仕

入控除税額が明らかである場合には、これを補助金から減額して報告しなければならない。 

 

（実績報告書の添付書類） 

第１２条 規則第１３条の報告書には、別表２に掲げる書類を添付しなければならない。 

 



（補助金の額の確定通知） 

第１３条 規則第１４条の規定による補助金の額の確定通知書は、様式第７号により行うも

のとする。 

 

（額の再確定） 

第１４条 交付対象事業者は、第１３条の規定による額の確定通知を受けた後において、交

付事業に関し、違約金、返還金、保険料その他の交付金に代わる収入があったこと等によ

り交付事業に要した経費を減額すべき事情がある場合は、知事に対し当該経費を減額して

作成した実績報告書を第１１条第１項及び第２項に準じて提出するものとする。 

２ 知事は、前項に基づき実績報告書の提出を受けた場合は、第１３条に準じて改めて額の

確定を行うものとする。 

 

（返還） 

第１５条 第１１条に定める報告を提出した後において、消費税及び地方消費税の申告によ

り、助成費に係る消費税仕入控除額が確定した場合には、その金額を様式第８号により、

速やかに知事に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならな

い。 

 

（書類の整備） 

第１６条 補助事業者は、補助事業に係わる収入及び支出等を明らかにした帳簿を備え、か

つ、当該収入及び支出等についての証拠書類を整備保管しておかなければならない。 

２ 前項の帳簿及び証拠書類は、当該補助事業の完了の日の属する会計年度の翌会計年度か

ら５年間保管しなければならない。 

３ 補助事業者は、事業により取得し又は効用の増加した財産で処分制限期間を経過しない

場合においては、別記様式第６号の財産管理台帳及びその他関係書類を整備保管しなけれ

ばならない。 

４ 前３項の整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、台帳のうち、電磁的記録により

作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によることができる。 

 

（書類の経由） 

第１７条 規則及びこの要綱に基づき、補助事業者が知事に提出する書類は、農林振興セン

ターの長を経由しなければならない。 

 

（請負等契約） 

第１８条 補助事業者は、補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、

一般の競争に付さなければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付すこと

が困難又は不適当である場合は、指名競争に付し、または随意契約をすることができる。 



２ 補助事業者は、前項により契約をしようとする場合は、当該契約に係る競争入札等に参

加しようとする者に対し、鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱別記様式第２号の申立

書の提出を求め、当該申立書の提出のない者については、競争入札等に参加させてはなら

ない。 

３ 補助事業者は、補助事業の実施に当たっては、公共工事の品質確保の促進に関する法律

（平成17年法律第18号）にのっとり、経済性に配慮しつつ価格以外の多様な要素をも考慮

し、価格及び品質が総合的に優れた内容の契約を行い、工事の品質の確保に努めなければ

ならない。 

 

（暴力団排除に関する誓約） 

第１９条 補助事業者は、別紙記載の暴力団排除に関する誓約事項について補助金の交付申

請前に確認しなければならず、交付申請書の提出をもってこれに同意したものとする。 

 

（収益納付） 

第２０条 補助事業者は、交付事業が完了した日から起算して５年が経過する日までに、事 

 業の実施によって相当の収益を生じたときは、様式第１１号の収益報告書により、各決算 

 期の終了後２月以内に、知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の規定による報告があった場合、その他補助事業者に前項の規定により報 

 告すべき相当の収益を生じたものと認定したときは、当該収益の全部又は一部を県に納付 

 させることができる。 

３ 納付すべき収益の額は、原則として毎年度生ずる収益の取得までに交付された交付金額 

 をそれまでに交付対象事業に関連して支出された経費の総額で除した値に、当該収益の額 

 を乗じた額とする。ただし、その上限は、交付された交付金の総額から、交付金に係る財 

 産処分に伴う納付額を差し引いたものとする。 

 

附則 

この要綱は、平成２２年 ４月 １日から施行する。 

この要綱は、平成２３年 ４月 １日から施行する。 

この要綱は、平成２４年 ４月 ６日から施行する。 

この要綱は、平成２５年 ５月１６日から施行する。 

この要綱は、平成２６年 ４月 １日から施行する。 

この要綱は、平成２７年 ４月 ９日から施行する。 

この要綱は、平成２８年 ４月 １日から施行する。 

この要綱は、平成２９年 ４月 ７日から施行する。 

この要綱は、平成３０年 ４月１８日から施行する。 

この要綱は、平成３１年 ４月１８日から施行する。 

この要綱は、令和 ２年 １月３１日から施行する。 

この要綱は、令和 ２年 ４月 １日から施行する。 



この要綱は、令和 ３年 ３月３１日から施行する。 

この要綱は、令和 ３年 ４月３０日から施行する。 

この要綱は、令和 ４年 ４月 １日から施行する。 

この要綱は、令和 ４年１１月 １日から施行する。 

この要綱は、令和 ５年 ４月 １日から施行する。 

この要綱は、令和 ５年１２月 ４日から施行する。 

この要綱は、令和 ６年 ４月 １日から施行する。 

 

 



別表１（第２条、第８条関係） 
１ 鳥獣被害防止対策 

経費 補助率 
知事の承認を要する計画変更 

経費の配分変更 事業の内容変更 
１ 推進事業 

(１)被害防止活動推進 

 ①推進体制の整備 

 ②有害捕獲 

 ③被害防除 

 ④生息環境管理 

 ⑤広域柵の再編整備計

画策定支援 

 ⑥サル複合対策 

 ⑦クマ複合対策 

 ⑧鳥類複合対策 

 ⑨他地域人材活用 

 ⑩ＩＣＴ等新技術の活用 

 ⑪ＧＩＳを活用した被

害対策等の可視化定

着支援 

(２)実施隊特定活動 

 ①大規模緩衝帯整備 

  ②誘導捕獲柵わな導入 

(３)ＩＣＴ等新技術実証 

(４)農業者団体等民間団

体被害防止活動 

(５)ジビエ等の利用拡大

に向けた地域の取組 

 ①販売拡大支援 

 ②搬入促進支援 

(６)鳥獣被害対策実施隊

体制強化 

 ①実施隊員の人材育成 

 ②新規猟銃取得支援 

（７）捕獲サポート体制の

構築 

（８）処理加工施設の人材

育成 

（９）ＩＣＴの活用による

情報管理の効率化 

１ 推進事業 

定額（定額、

１/２以内） 

 

２ 整備事業 

定額（定額、

5.5/10、1/2以

内） 

１の鳥獣被害防

止対策の経費の

欄に掲げる１と

２の鳥獣被害防

止緊急捕獲活動

、３のシカ特別

対策等事業の経

費の相互間にお

けるそれぞれの

経費の増減 
 ただし、１の

鳥獣被害防止対

策の経費の欄に

掲げる１と２の

鳥獣被害防止緊

急捕獲活動、３

のシカ特別対策

等事業の経費の

相互間における

それぞれの経費

の３割以下の増

減を除く 

１ 事業実施主 
 体ごとの事業 
 の新設、中止 
 又は廃止 
 
２ 事業実施主 

 体の変更 



（10）放射性物質影響地域

のジビエ利活用推進 

２ 整備事業 

(１)鳥獣被害防止施設 

   ①新規整備 

   ②再編整備 

   ③既設柵の地際補強 

(２)処理加工施設 

(３)捕獲技術高度化施設 

(４)地域提案 

２ 鳥獣被害防止緊急捕獲活動 

経費 補助率 
知事の承認を要する計画変更 

経費の 
配分変更 

事業の 
内容変更 

 

推進事業 

 有害捕獲 

 

 

 
定額 
 
 
 
 

 
２の鳥獣被害

防止緊急捕獲

活動と１の鳥

獣被害防止対

策の経費の欄

に掲げる１、

３のシカ特別

対策等事業と

の経費の相互

間におけるそ

れぞれの経費

の増減 
 ただし、２

の鳥獣被害防

止緊急捕獲活

動と１の鳥獣

被害防止対策

の経費の欄に

掲げる１、３

のシカ特別対

策等事業との

経費の相互間

におけるそれ

ぞれの経費の

 
１ 事業実施主

体ごとの事業

の新設、中止

又は廃止 
 
 
２ 事業実施主

体の変更 



３割以下の増

減を除く 

３ シカ特別対策等事業 

経費 補助率 
知事の承認を要する計画変更 

経費の 
配分変更 

事業の 
内容変更 

推進事業 
１ シカ緊急捕獲対

策 
２ シカ特別対策 

 

 

 

１ 定額 
（ただし、上限単価につい

ては、農村振興局長が別に

定めるところに 
よる。） 
 
２ 定額 
（ただし、限度額及びシカ

の集中捕獲における上限単

価については、農村振興局

長が別に定めるところによ

る。） 
 
 

１の鳥獣被害

防止対策の経

費の欄に掲げ

る１と２の鳥

獣被害防止緊

急捕獲活動、

３のシカ特別

対策等事業の

経費の相互間

におけるそれ

ぞれの経費の

増減 
 ただし、１

の鳥獣被害防

止対策の経費

の欄に掲げる

１と２の鳥獣

被害防止緊急

捕獲活動、３

のシカ特別対

１ 事業実施主

体ごとの事業

の新設、中止

又は廃止 
 
 
２ 事業実施主

体の変更 



策等事業の経

費の相互間に

おけるそれぞ

れの経費の３

割以下の増減

を除く 
 
２区分・事業 
類の欄に掲げ 
る３の（１）

及び（２）の

経費の相互間

におけるそれ

ぞれの経費の

増減。 

 
４ 鳥獣被害防止対策促進支援事業 

経費 補助率 
知事の承認を要する計画変更 

経費の 
配分変更 

事業の 
内容変更 

広域柵等鳥獣被害

防止施設整備事業 

 
（１）鳥獣被害防止

施設 
 ①新規整備 
 ②再編整備 
 ③既設柵の地際補強 
 

定額（1/2以内、次の１～３

までの要件のいずれかに該

当する地域にあって5.5/10

以内とする） 

 
１ 山村振興法第７条第１項

の規定に基づき指定された

振興山村 
 
２ 過疎地域の持続的発展の

支援に関する特別措置法に

規定する過疎地域 
 
３ 特定農山村地域における

農林業等の活性化のための

基盤整備の促進に関する法

律第２条第４項の規定に基

づき公示された特定農山村

地域 

 １ 事業実施主

体ごとの事業

の新設、中止

又は廃止 
 
 
２ 事業実施主

体の変更 



 
別表２（第４条、第１２条関係） 
１ 交付申請書 

事業 事業区分 添付資料 
１ 鳥獣被害防止対策 推進事業 

整備事業 
地域協議会の規約、事業実施年度の

事業計画書、収支予算書及び前年度

の実績報告・収支決算書、役員名簿 
２ 鳥獣被害防止緊急捕

獲活動 
推進事業 

３ シカ特別対策等事業 推進事業 

４ 鳥獣被害防止対策促

進支援事業 
整備事業 

 
 
２ 実績報告書 

事業 事業区分 添付資料 
１ 鳥獣被害防止対策 推進事業 

 
・支払経費ごとの内訳を記載した資

料等 

・領収書等の写し 

・単価5万円以上の購入物品等の写真 

・農林水産省の機関から指名停止等

を受けていない旨の申立書 

整備事業 ・支払経費ごとの内訳を記載した資

料等 

・領収書等の写し 

・購入資材及び整備した施設の写真 

・農林水産省の機関から指名停止等

を受けていない旨の申立書 

・財産管理台帳その他関係書類 

２ 鳥獣被害防止緊急

捕獲活動 
推進事業 ・支払経費ごとの内訳を記載した資

料等 

・領収書等の写し 

・単価5万円以上の購入物品等の写真 

・有害捕獲確認書及びその添付資料 

３ シカ特別対策等事

業 
 

推進事業 ・支払経費ごとの内訳を記載した資

料等 

・領収書等の写し 



・単価5万円以上の購入物品等の写真 

・有害捕獲確認書及びその添付資料 

・農林水産省の機関から指名停止等

を受けていない旨の申込書 

４ 鳥獣被害防止対策

促進支援事業 
整備事業 ・支払経費ごとの内訳を記載した資

料等 

・領収書等の写し 

・購入資材及び整備した施設の写真 

・農林水産省の機関から指名停止等

を受けていない旨の申立書 

・財産管理台帳その他関係書類 

 



 別紙 

 

 

暴力団排除に関する誓約事項 

 

 当事業者は、補助金の交付の申請をするに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完

了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約します。この誓約が虚偽であり、

又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立

てません。 

 

記 

 

（１）法人等（個人、法人又は団体をいう。）が、暴力団（埼玉県暴力団排除条例（平成 23 

年埼玉県条例第 39 号）第２条第１号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）であると

き又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である

場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。以下同じ。）が、

暴力団員（同条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。  

（２）役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加

える目的を持って、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。  

（３）役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど

直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。  

（４）役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべ

き関係を有しているとき。 

（５）補助事業を実施するに当たり、法人等が、第三者と委託契約その他の契約（以下「委

託契約等」という。）を締結する場合に、その相手方が（１）から（４）までのいずれ

かに該当することを知りながら、当該者と契約を締結したと認められるとき。 

（６）補助事業を実施するに当たり、法人等が、（１）から（４）までのいずれかに該当す

る第三者と委託契約等を締結する場合（（５）に該当する場合を除く。）に、埼玉県が

法人等に対して当該委託契約等の解除を求め、法人等がこれに従わなかったと認められ

るとき。 

 

所 在 地：                           

 

事 業 者 名：                           

 

代表者職・氏名：                           



様式第１号（第３条関係） 

 

 

令和  年度有害動植物防除等体制整備促進事業費補助金交付申請書 

 

                                  番   号 

                               令和 年 月 日 

 

（あて先） 

 埼玉県知事 

 

 

                      

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者           

 

                       市町村を経由する場合 

                       市町村名 

                       市町村長          

                       

 有害動植物防除等体制整備促進事業費補助金の交付を受けたいので、補助金等の交付手続

き等に関する規則第４条の規定により、下記のとおり申請します。 

 なお、事業の内容等は、別添の事業実施計画のとおりです。 

 

記 

補助金交付申請額 

 鳥獣被害防止対策補助金              円 

 鳥獣被害防止緊急捕獲活動補助金          円 

 

注）１ 添付書類として、実施要領の別紙１の第４の１（別紙２の第４の１、別紙３の第４

の１、別紙４の第４の１）により提出した事業実施計画書を添付する。 

    なお、事業実施計画書の内容に変更がある場合は、提出後の計画書又は計画承認を

   受けた計画書の変更箇所を分かるように訂正した上で、提出する。 

  ２ この他の添付書類については、別表２に掲げるとおりとする。 

  

 



様式第２号（第５条関係） 

 
 

令和  年度有害動植物防除等体制整備促進事業費補助金交付決定通知書 
 
                                  番   号 
                               令和 年 月 日 
 
          様 
 
 
                            埼玉県知事        
 
 
 令和 年  月  日付け  第  号で申請のあった令和 年度有害動植物防除等体

制整備促進事業費補助金については、下記のとおり交付する。 
 

記 
 
１ 事業の内容 
  この補助金の交付の対象となる事業の内容は、申請書に記載されたとおりとする。 
 

２ 補助金の額 
 補助金の額は、次のとおりとする。ただし、補助事業の内容が変更された場合におけ

る補助金の額については、別に通知するところによるものとする。 
   

  補助金額 金        円 
 

３ 支払方法 
   
 

４ 経費の配分 
  経費の配分については、申請書の経費の配分及び負担区分に記載されたとおりとする。 
 

５ 補助事業者の責務 
 補助事業者は、補助金等の交付手続等に関する規則（昭和４０年埼玉県規則第１５号）

の他、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、

同法施行令（昭和３０年政令第２５５号）、有害動植物防除等体制整備促進事業費補助

金交付要綱（平成２２年４月１日付け農支第１５５号埼玉県農林部長通知。以下、「交

付要綱」という。）、鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱（令和４年３月３１日付



け３農振第２３３３号農林水産事務次官依命通知）、鳥獣被害防止総合対策交付金実施

要領（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４２４号農林水産省生産局長）、鳥獣被

害防止総合対策交付金交付対象事業事務及び交付対象事務費の取り扱いについて（平成

２０年３月３１日付け１９生産第９４２５号農林水産省生産局長）、鳥獣被害防止総合

対策交付金における費用対効果分析の実施について（平成２０年３月３１日付け１９生

産第９４２６号農林水産省生産局長）、鳥獣被害防止総合対策交付金に係る交付金の配

分基準について（平成２０年３月３１日付け１９生産第９４２７号農林水産省生産局長）

に定めるところに従わなければならない。 
 

６ 条件 
（１）補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、知事の承認を受け

なければならない。 
（２）補助事業者は、交付要綱別表２の欄に掲げる事業に要する経費の重要な変更に該当す

る場合は、知事の承認を受けなければならない。 
（３）補助事業者は、補助事業等が予定の期間内に完了しないとき、又は補助事業等の遂行

が困難となったときは、速やかに知事に報告して、その指示を受けること。 
（４）５又は県の付した条件に違反した場合は、補助金の全部又は一部を返還させることが

ある。 

（５）補助事業者は、この補助金に係わる収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、

当該収入及び支出について、証拠書類を当該補助事業の完了の日の属する会計年度の翌

会計年度から５年間保管しなければならない。 

   ただし、事業により取得し又は効用の増加した財産で処分制限期間を経過しない場合

においては、別記様式第６号の財産管理台帳及びその他関係書類を整備保管しなければ

ならない。 

 なお、整備及び保管すべき帳簿、証拠書類、証拠物、台帳及び調書のうち、電磁的記

録により作成、整備及び保管が可能なものは、電磁的記録によることができる。 

（６）補助事業者は、実績報告書を提出するに当たって、各事業主体の当該補助金に係る消

費税仕入控除税額があり、かつ、その総額が明らかな場合には、これを補助金額から減

額して報告しなければならない。 

（７）補助事業者は、実績報告書を提出後に消費税及び地方消費税の申告により各事業主体

の当該補助金に係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額を速やかに知事

に報告するとともに、知事の返還命令を受けてこれを返還しなければならない。 

（８）補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用増加した財産については、補助事業

完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、補助金の交付の目的

に従って、効率的な運営を図らなければならない。 

（９）間接交付事業により取得し又は効用の増加した財産のうち不動産及びその従物並びに

１件当たりの取得価格50 万円以上のものについて、「減価償却資産の耐用年数等に関

する省令（昭和40 年大蔵省令第15号。以下「大蔵省令」という。）に定められている

耐用年数に相当する期間（ただし、大蔵省令に期間の定めが無い財産については期間の

定めなく。）においては、県の承認を受けないで、交付金交付の目的に反して使用し、



譲渡し、交換し、貸し付け又は担保に供してはならない。 

   ただし、補助事業を行うに当たって、補助対象物件を担保に供し、自己資金の全部又

は一部を国が行っている制度融資から融資を受ける場合であって、かつ、その内容（金

融機関名、制度融資名、融資を受けようとする金額、償還年数、その他必要な事項）が

交付金交付申請書に記載してある場合は、次の条件により県による補助金の交付の決定

をもって県の承認を受けたものとする。 

   ア 担保権が実行される場合は、残存簿価又は時価評価額のいずれか高い金額に補助

率を乗じた金額を納付すること。 

   イ 本来の補助目的の遂行に影響を及ぼさないこと。 

（10）前号による県の承認に際し、承認に係る取得財産等の残存価値相当額又は処分により

得られた収入の全部又は一部を県に納付させることがある。 

（11）補助事業者は、補助事業等が完了し又は中止もしくは廃止した場合において、当該

事業の実施のために取得した機械器具、仮設物、材料等の物件が残存するときは、そ

の品目、数量及び取得価格を知事に報告しその指示を受けなければならない。 

（12）５の補助事業者の責務に違反したときは、補助金の全部又は一部を返還させること

がある。 

 (13）補助事業者は、補助事業を遂行するため、売買、請負その他の契約をする場合は、

一般の競争に付さなければならない。ただし、補助事業の運営上、一般の競争に付す

ことが困難又は不適当である場合は、指名競争に付し、又は随意契約をすることがで

きる。 

（14）補助事業者は、（13）により契約をしようとする場合は、当該契約に係る競争入札

等に参加しようとする者に対し、鳥獣被害防止総合対策交付金交付等要綱別記様式第

２号により農林水産省の機関から指名停止等を受けていない旨の申立書の提出を求め、

当該申立書の提出のない者については、競争入札等に参加させてはならない。 

 (15) 補助事業者は、事業が完了した日から起算して５年が経過するまでに、事業の実施

によって相当の収益が生じたときは、別記様式第１１号の収益報告書により、各決算

期の終了後２月以内に知事に報告しなければいけない。 

 (16) 知事は（15）の報告があった場合、その他補助事業者に報告すべき相当の収益が生

じたものと認定したときは、当該収益の全部又は一部を県に納付させることができる。 

 (17) 納付すべき収益の額は、原則として毎年生ずる収益の取得までに交付された交付金

額を、それまでに交付対象事業に関連して支出された経費の総額で除した値に、当該

収益の額を乗じた額とする。ただし、その上限は、交付された交付金の総額から、交

付金に係る財産処分に伴う納付額を差し引いたものとする。 



様式第３号（第７条関係） 
 
 

令和  年度有害動植物防除等体制整備促進事業費 
補助金変更（中止・廃止）承認申請書       

 
                                  番   号 
                               令和 年 月 日 
 
（あて先） 
 埼玉県知事 
 
            

 

                       所在地 
                       団体名 
                       代表者           
 
                       市町村を経由する場合 
                       市町村名 
                       市町村長    
 
 
 令和 年  月  日付け  第  号で補助金交付決定通知のあった事業について、下

記とおり変更（中止・廃止）したいので、有害動植物防除等体制整備促進事業費補助金交付

要綱（平成２２年４月１日付け農支第１５５号）第７条の規定に基づき申請します。 

記 
 
１ 変更の理由 
 
注）別紙の様式第１号による補助金交付申請書に添付した事業実施計画を変更して提出す

る。 

  この場合、補助金の交付決定により通知された事業の内容及び経費の配分と変更後の事

業の内容及び経費の配分とを容易に比較できるように変更部分を二段書とし、変更前を

括弧書で上段に記載する。 

 



様式第４号（第１０条関係） 
 
 

令和  年度有害動植物防除等体制整備促進事業遂行状況報告書 
 
                                  番   号 
                               令和 年 月 日 
 
（あて先） 
 埼玉県知事 
 
 
                       主たる事務所の所在地 
                                                  団体名 

                       代表者の氏名      
 
                       市町村を経由する場合 
                       市町村名 
                       市町村長        
 
 令和 年  月  日付け  第  号で交付決定のあった令和  年度有害動植物防

除等体制整備促進事業の遂行状況について、補助金等の交付手続き等に関する規則第１１条

の規定に基づき下記のとおり報告します。 
 

記 
 

区   分 総事業費 

事 業 の 遂 行 状 況 

備 考  月 日までに完了したもの  月 日以降に実施するもの 

事業費 出来高比率 事業費 
事業完了予 
定 年 月 日 

       

 
（注）事業の進行が遅れている場合は、備考欄にその理由を記入すること。 
 



様式第５号（第１１条関係） 

 

 

令和  年度有害動植物防除等体制整備促進事業費補助金実績報告書 

 

                                  番   号 

                               令和 年 月 日 

 

（あて先） 

 埼玉県知事 

 

 

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者        

 

                       市町村を経由する場合 

                       市町村名 

                       市町村長       

 

 令和 年  月  日付け  第  号で補助金の交付決定のあった令和 年度有害動

植物防除等体制整備促進事業が完了したので、補助金等の交付手続等に関する規則第１３条

の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。 

記 

 

（注）１ 添付書類として、別紙の様式第１号に添付した事業実施計画書に準じて実績報

告書を作成し添付すること。 

   ２ この他の添付書類については、別表２に掲げたとおりとする。 

   ３ このほか、交付金交付申請書又は変更承認申請書に添付したものから変更があ

ったものについては、必要書類を添付すること。 

 



様式第６号（第１６条関係）           

                  

                                                 財  産  管  理  台  帳 

事業実施主体名                                         

                  

地区名        地区 事業実施年度 令和 年度 農林水産省所管交付金名 鳥獣被害防止総合対策交付金 

政

策

目

的 

事業の内容 工期 経費の配分 処分制限期間 処分の状況 

摘

要 
事業

区分 

事業

主体 

工種構造 

施工箇所 

施工箇所 

又は 

設置場所 

事業量 
着工 

年月日 

竣工 

年月日 

総事

業費 

負担区分 
耐用

年数 

処分 

制限 

年月日 

承認 

年月日 

処分の 

内容 
交付

金 
県費 

市町

村費 

その

他 

 

                                  

                                  

                                  

計                                 

 

                                  

                                  

                                  

計                                 

  合計                                 

  （注）１ 処分制限年月日欄には、処分制限の終期を記入すること。  

     ２ 処分の内容欄には、譲渡、交換、貸付け、担保提供等別に記入すること。 

     ３ 摘要欄には、譲渡先、交換先、貸付先、抵当権等の設定権者の名称又は交付金返還額を記入すること。 

     ４ この書式により難い場合には、処分制限期間欄及び処分の状況欄を含む他の書式をもって財産管理台帳に代えることができる。 

 



様式第７号（第１３条関係） 

 

 

令和  年度有害動植物防除等体制整備促進事業費補助金交付額確定通知書 

 

                                  番   号 

                               令和 年 月 日 

 

            様 

 

 

                            埼玉県知事        

 

 

 令和 年  月  日付け  第  号で補助金交付決定通知をした令和 年度有害動

植物防除等体制整備促進事業費補助金については、令和 年 月 日付け第 号で提出のあ

った実績報告書等に基づき、下記のとおりその額を確定したので、補助金等の交付手続き等

に関する規則第１４条の規定により通知する。 

 

記 

 

１ 補助金交付決定額 金        円 

 

２ 補 助 金 確 定 額 金        円 

 



様式第８号（第１５条関係） 

 

 

                               番      号 

                               令和 年 月 日 

 

（あて先） 

 埼玉県知事 

 

 

所在地 

団体名 

代表者        

 

                        市町村を経由する場合 

                        市町村名 

                        市町村長      

 

令和 年度消費税仕入控除税額報告書 

 

 令和 年  月  日付け  第   号で交付決定通知のあった有害動植物防除等体

制整備促進事業費補助金について、有害動植物防除等体制整備促進事業費交付要綱第１１条

の４の規定に基づき、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 有害動植物防除等体制整備促進事業費補助金交付要綱第１３条に基づく確定額 

                         金       円 

（令和 年 月 日付け  第    号による額の確定通知額） 

 

２ 補助金の額の確定時に減額した消費税仕入控除税額    金       円 

 

３ 消費税及び地方消費税の申告により確定した消費税 

  仕入控除税額                金       円 

 

４ 補助金返還相当額（３－２）      金       円 

 

（注１）記載内容の確認のため、以下の資料を添付すること。（交付事業に要した経費に係

る消費税及び地方消費税相当額の全額について、交付金相当額を交付金の額から減額

する場合は、（３）の資料を除き添付不要。） 
 なお、交付対象事業者が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添

付すること。 
（１）消費税確定申告書の写し（税務署の収受印等のあるもの） 



（２）付表２「課税売上割合・控除対象仕入税額等の計算表」の写し 
（３）３の金額の積算の内訳（人件費に通勤手当を含む場合は、その内訳を確認できる資

料も併せて提出すること） 
（４）交付対象事業者が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合、同項に規定す

る特定収入の割合を確認できる資料 
（５）市町村別、事業実施主体別の内訳資料、その他参考となる資料 

 
５ 当該交付金に係る消費税仕入控除税額が明らかにならない場合、その状況を記載 
［                                    ］ 
（注）消費税及び地方消費税の確定申告が完了していない場合にあっては、申告予定時期も

記載すること。 
 
６ 当該交付金に係る消費税仕入控除税額がない場合、その理由を記載 
［                                    ］ 
 
（注１）記載内容確認のため、以下の資料を添付すること。 

なお、交付対象事業者が法人格を有しない組合等の場合は、すべての構成員分を添付

すること。 
（１）免税事業者の場合は、交付対象事業実施年度の前々年度に係る法人税（個人事業者

の場合は所得税）確定申告の写し（税務署の収受印等のあるもの）及び損益計算書等、

売上高を確認できる資料 
（２）新たに設立された法人であって、かつ免税事業者の場合は、設立日、事業年度、事

業開始日、事業開始日における資本金又は出資金の金額が証明できる書類等、免税事

業者であることを確認できる資料 
（３）簡易課税制度の適用を受ける事業者の場合は、交付対象事業実施年度における消費

税確定申告書（簡易課税用）の写し（税務署の収受印等のあるもの） 
（４）交付対象事業者が消費税法第60条第４項に定める法人等である場合は、同項に規定

する特定収入の割合を確認できる資料 

 

 



様式第９号（第９条関係） 

 

令和  年度 有害動植物防除等体制整備促進事業遅延届出書 

 

   番   号 

令和 年 月 日 

 

（あて先） 

 埼玉県知事 

 

主たる事務所の所在地 

団体名 

代表者の氏名 

 

市町村を経由する場合 

市町村名 

市町村長 

 

 令和 年  月  日付け  第  号で交付決定のあった令和  年度有害動植物防

除等体制整備促進事業について、下記の理由により（予定の期間内に完了しない／遂行が困

難となった）ため、有害動植物防除等体制整備促進事業費交付要綱第９条の規定に基づき、

届け出ます。 

 

記 

１ 交付事業が（予定の期間内に完了しない／遂行が困難となった）理由 

 

２ 交付事業の遂行状況 

区 分 総事業費 

事 業 の 遂 行 状 況 

備 考 
○年○月○日までに 

完了したもの 

○年○月○日以降に 

実施するもの 

事業費 出来高比率 事業費 事業完了予 
定 年 月 日 

  

円 円 ％ 円

 

 

（注）１ 括弧内は、該当するものを記載すること。 

２ 補助事業の遂行状況は、届出時点において確認されている直近の遂行状況を記載

することとし、「○年○月○日以降に実施するもの」欄は、完了時期を延期して事

業を継続したい場合のみ記載すること。 

 



様式第１０号（第１１条関係） 

 

令和  年度 有害動植物防除等体制整備促進事業年度終了実績報告書 

 

   番   号 

令和 年 月 日 

 

（あて先） 

 埼玉県知事 

 

主たる事務所の所在地 

団体名 

代表者の氏名 

 

市町村を経由する場合 

市町村名 

市町村長 

 

 令和 年  月  日付け  第  号で交付決定のあった令和  年度有害動植物防

除等体制整備促進事業について、有害動植物防除等体制整備促進事業費交付要綱第１１条の

３の規定に基づき、実績を下記のとおり報告する。 

 

記 

交付事業の実施状況 

区 分 

交付決定の内容 年度内実績 翌年度実施 

完了予定 

年月日 
交付事業に
要する経費

(A) 

国庫交付
金 

(A)のうち
年度内支出

済額 

概算払受入
済額 

(A)のうち
未支出額 

翌年度繰越
額 

翌年度繰越分 

○○○○ 

○○○○ 

年度内完了分 

○○○○ 

円 円 円 円 円 円 

 

 

（注）１ 本様式は、年度内に交付事業が完了しなかった場合に提出するものとする（翌年

度繰越を行った場合のほか、交付金額全額を概算払で受入済だが予期せぬ事故によ

り結果として年度内に完了しなかった場合を含む。） 

２ 交付決定の内容欄は、年度内に軽微な変更を行っている場合は、軽微な変更後の

金額によるものとし、軽微な変更前の金額を上段括弧で記載すること。 

３ 繰越に際し、交付決定に係る交付事業を年度内完了に係るものと繰越に係るも

のに分割した場合は、区分して記載すること。 



様式第１１号（第19条関係） 

 

 

年度有害動植物防除等体制整備促進事業の収益報告書 

 

                                  番   号 

                               令和 年 月 日 

 

（あて先） 

 埼玉県知事 

 

 

                      

                       所在地 

                       団体名 

                       代表者           

 

                       市町村を経由する場合 

                       市町村名 

                       市町村長          

                       

 

  年 月 日付け 第 号をもって交付決定された 年度有害動植物防除等体制整備促進事業

において収益が生じたので、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

１ 事業の区分 

２ 交付金交付額   金      円 

３ 交付対象経費   金      円 

４ 事業に係る収益額 金      円 

５ 根拠書類 

 （注）根拠書類を添付すること（根拠資料に代えて、URL記載も可）。  

 


